
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７（予算）

9,650,835 10,883,666 11,069,096 13,062,557 13,912,771 14,454,650

130,726 89,134 67,124 76,525 68,377 42,027

千円 千円 ％ 1.3% 0.8% 0.6% 0.5% 0.4% 0.2%

人 人  月 9,185,244 8,969,240 9,162,233 11,703,075 13,004,398 13,337,714

465,591 1,914,426 1,906,863 1,359,482 908,373 1,116,936

553,345,530 551,705,449 526,887,741 489,778,426 481,766,765

 現金預金 9,648,043 9,243,062 5,855,640 6,176,393 6,370,495

 投資有価証券 55,970,447 58,973,070 59,467,509 59,791,917 59,443,284

 保証債務見返 470,245,030 468,593,344 446,806,075 410,937,406 403,687,563

 動産・不動産 1,424,082 1,406,061 1,385,965 1,354,891 1,333,170

503,257,429 499,702,922 473,143,253 434,674,456 425,754,421

50,088,101 52,002,527 53,744,488 55,103,970 56,012,344

5,508,065 5,508,065 5,508,065 5,508,065 5,508,065

44,580,036 46,494,462 48,236,423 49,595,905 50,504,279

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７（予算）

19 19 19 130,726 89,134 67,124 76,525 68,377 42,027

5 5 5  委託料 0 0 0 0 0 0

0 0 0  補助金 81,248 57,799 50,371 44,869 36,662 42,027

14 14 14  負担金 49,478 31,335 16,753 31,656 31,715 －

2 2 2  その他 0 0 0 0 0 0

84 88 90 　その他　 0 0 0 0 0

84 88 90 0 0 0 0 0

0 0 0 56,812,490 55,602,490 52,926,860 52,181,340 43,270,410

2,225,587 1,610,707 1,185,406 827,825 579,482

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
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岡山県信用保証協会
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 常  勤

00

8682

8682

0

名　　称

事務所の所在地

代 表 者

1,242,500基　　金 うち県出資金等

岡山市北区野田２－１２－２３

会長　横田　有次 昭和23年11月9日

6260005001986

設立目的

　一般的に担保・金利等の条件面で大企業より不利な中小企業者等が
金融機関から貸付けを受ける場合に、その貸付金の債務を保証するこ
とにより、中小企業者等に対する金融の円滑化を図ることを目的とす
る。

主な事業

職  員

　総　数

  総  数

 うち県職員

役　員  うち県派遣職員

 うち県派遣職員

経　営　状　況　等　の　概　況　（ 県 外 郭 団 体 ）

役　　　 職　　　 員　　　 の　　　 状　　　 況

団　体　の　基　本　情　報　　（Ｒ７．４．１現在） 　　　　　　　　　経　営　実　績　と　財　産　の　状　況　　　　　（単位：千円）

　　　　　　　　岡　山　県　か　ら　の　支　出　の　状　況　　　　（単位：千円）

　当期収支差額（Ａ－Ｃ）

　総 資 産　Ｄ

主
な
も
の

　正味財産　Ｆ＝Ｄ－Ｅ

 うち基金　Ｇ

県出資比率

設立年月日

　経営実績と財産の状況
についての評価

　県支出金の割合（Ｂ／Ａ）

　収入　Ａ

　うち県支出金　Ｂ

　支出　Ｃ

１　中小企業者等が金融機関から資金の貸付けを受けること等によ
    り金融機関に対して負担する債務の保証
２　中小企業者等が発行する社債のうち金融機関が引き受けるもの
    に係る債務の保証
３　その他上記に付随し、設立目的を達するために必要な業務

役    員 職　　員 92 決算時期

 長期貸付金（年度末残高）

 損失補償限度額

 損失補償契約に係る債務残高

 債務保証限度額

 債務保証契約に係る債務残高

　中小企業信用保険法に基づく保険制度を活用して信用保証業務を行って
おり、経営は安定している。
　信用保証料率の独自割引のほか、専門家派遣による経営改善、生産性向
上など、県内中小企業の経営支援に取り組んでいる。

　県支出金

 短期貸付金

 累積剰余/累積損失（Ｆ－Ｇ）

　総 負 債　Ｅ

内
　
訳


